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第1章 計画策定の趣旨 

近年、気候変動に伴い、台風や豪雨の激甚化・頻発化が進んでおり、都市の防災機能を

強化する必要性が高まっています。災害時には、道路上に設置された電柱の倒壊や電線の

断線により、避難や救急活動、物資輸送に支障を来すおそれがあり、特に緊急輸送道路な

どの防災上重要な道路においては、安全性の向上が求められています。 

平時においても、電柱や電線が安全快適な歩行空間の確保や良好な都市景観の創出の

観点から支障となるなど、課題が生じています。 

また、本市は、国が推進する居心地が良く歩きたくなるまちなかづくりに賛同し、令和

２年１０月に「ウォーカブル推進都市」として登録されています。無電柱化の推進は、け

やき並木や大國魂神社など、本市の地域資源をいかした景観形成に寄与するものであり、

まちの魅力向上につながるものです。 

国においては、平成２８年１２月に無電柱化の推進に関する法律（以下「無電柱化法」

といいます。）を施行し、国、地方公共団体及び関係事業者の責務や、無電柱化推進計画

の策定等について規定しています。この無電柱化法により、都道府県及び市区町村は、国

の推進計画を基本として、無電柱化の推進に関する施策についての計画を定めることが、

努力義務とされています。 

東京都においては、平成２９年９月に無電柱化の推進に係る条例としては都道府県で

初となる、東京都無電柱化推進条例を制定しました。この条例に基づき、平成３０年３月

に東京都無電柱化計画（令和３年６月改定）を策定し、基本方針や整備目標とともに、市

区町村道の無電柱化を促進していくための取組などを示しました。 

こうした背景を踏まえ、本市においても、無電柱化法に基づき府中市無電柱化推進計画

（以下「本計画」といいます。）を策定し、市内の無電柱化を総合的かつ計画的に推進し

ていきます。 

 

本計画における無電柱化とは、電柱及びそれに付随する電線類を撤去し、地中化などの

手法によって、都市防災機能を強化するとともに、安全で快適な、魅力ある都市空間の形

成を目指す取組です。なお、街路照明（街灯）については、夜間の安全確保や利便性の観

点から、設置を許容するものとします。 

本計画では、こうした無電柱化の考え方に基づき、市内における基本方針を定めるとと

もに、優先的に整備すべき路線を抽出することで、総合的かつ計画的に無電柱化を推進す

ることを目的としています。 

1 計画策定の背景 

2 計画の目的 
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本計画は、無電柱化法第８条第２項の規定に基づく無電柱化推進計画として、国及び東

京都の無電柱化推進計画を基本とし、上位計画である第７次府中市総合計画等を踏まえ、

関連する個別計画と整合を図りながら、本市における無電柱化に関する基本的な方針や

取組等を定めるものです。 

 

 

図 1 府中市無電柱化推進計画の位置付け 

  

3 計画の位置付け 
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本計画の期間は令和８年度を初年度とし、第７次府中市総合計画の計画期間が８年間

であることを鑑み、令和１９年度までの１２年間とします。 

また、今後の社会情勢の変化に柔軟に対応するため、必要に応じて本計画を見直すと

ともに、令和２０年度以降も継続的に無電柱化を推進していきます。 

 

 

図 2 計画の期間 

  

4 計画の期間 
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第2章 無電柱化の現状 

(1)  法律の施行 

平成２８年１２月に制定された無電柱化法において、無電柱化の推進に関する７つ

の施策が定められました。 

【無電柱化の推進に関する施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  無電柱化推進計画の策定 

無電柱化法第７条の規定に基づき、平成３０年４月に無電柱化推進計画が策定され、

令和３年５月に改定されています。 

【無電柱化推進計画（令和３年５月改定）】 

 

  

1 国における無電柱化の動き 

１．広報活動・啓発活動 

２．無電柱化の日（１１月１０日） 

３．国・地方公共団体による必要な道路占用の禁止・制限等の実施 

４．道路事業や面開発事業等の実施の際、関係事業者は、これらの事業の状況を踏まえ 

  つつ、道路上の電柱・電線の新設の抑制、既存の電柱・電線の撤去を実施 

５．無電柱化の推進のための調査研究、技術開発等の推進、成果の普及 

６．無電柱化工事の施工等のため国・地方公共団体・関係事業者等は相互に連携・協力 

７．政府は必要な法制上、財政上又は税制上の措置その他の措置を実施 

出典：国土交通省ホームページ 
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_20_01.html 

●取組姿勢 

 ・新設電柱を増やさない 

 ・徹底したコスト縮減を推進し、限られた予算で無電柱化実施延長を延ばす 

 ・事業の更なるスピードアップを図る 

●目標 

 ・電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化着手率 38%➡52% 

 ・特定道路における無電柱化着手率 31％➡38％ 

 ・世界文化遺産周辺の無電柱化着手地区数 37 地区➡46 地区  

 ・重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化着手地区数 56 地区➡67 地区 

 ・歴史まちづくり法重点地区の無電柱化着手地区数 46 地区➡58 地区 

出典：無電柱化推進計画(国土交通省、令和３年５月改定) 
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(1)  東京都無電柱化推進条例の施行 

東京都無電柱化推進条例が平成２９年９月に施行されたことに伴い、東京都が管理

する道路（都道及び指定区間外国道）では、道路法第３７条第１項の規定に基づき、平

成２９年９月１日から全路線で電柱の新設を禁止しています。  

 

(2)  東京都無電柱化計画の策定 

東京都は、平成３０年３月に東京都無電柱化計画を策定しました。当該計画では、主

に無電柱化の３つの目的の下、歩道幅員が２．５メートル以上の都道や、新設・拡幅整

備を行う都道において、無電柱化を推進してきました。 

さらに、令和３年６月には、無電柱化加速化戦略に基づき、年間の整備規模を倍増す

るなど、無電柱化の取組を一層強化する内容へと改定が行われました。 

【東京都無電柱化計画（令和３年６月改定）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 東京都における無電柱化の動き 

●無電柱化の３つの目的 

 「都市防災機能の強化」 

 「安全で快適な歩行空間の確保」 

 「良好な都市景観の創出」 

出典：東京都ホームページ 
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/road/kanri/chichuka/mudentyuuka-2 
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(3)  無電柱化加速化戦略の策定 

激甚化する台風などの自然災害に備えるとともに、無電柱化を一層推進するため、

無電柱化加速化戦略が令和３年２月に策定され、無電柱化３原則とそれに基づく７つ

の戦略が示されました。 

【無電柱化加速化戦略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  東京における宅地開発の無電柱化の推進に関する条例の制定 

東京都は令和８年３月に「東京における宅地開発の無電柱化の推進に関する条例」

を制定しました。当該条例は、都内の一定区域を規制区域とし、その区域内で行われる

宅地開発において、開発区域内における電柱等の新設を原則禁止とすることで、宅地

開発における無電柱化の推進を図るものです。 

 

  

●無電柱化３原則 

 「電柱を減らす」 

 「これ以上電柱を増やさない」 

 「無電柱化の費用を減らす」 

●７つの戦略 

 (1) 年間の整備規模倍増による都道のスピードアップ 

 (2) 年間の整備規模倍増による臨港道路等のスピードアップ 

 (3) 台風等の自然災害に対しても停電・通信障害が発生しない島しょ地域の実現  

 (4) 区市町村道への財政的支援を強化 

 (5) 宅地開発などまちづくりでの無電柱化の義務化へ向けた取組強化 

 (6) 「東京都電柱新設禁止連絡会議」を創設し、区市町村へのはたらきかけによる 

   電柱の新設禁止の拡大 

 (7) 電線管理者と連携し、更なる技術開発、一層のコスト縮減を促進 

出典：東京都ホームページ 
https://www.kouwan.metro.tokyo.lg.jp/basic/plan/mudenchuukakasokuka 
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本市では令和８年３月時点で、市道の総延長約４３７．７キロメートルの２パーセント

に相当する約８．９キロメートルで無電柱化を実施しています。 

また、新宿仲通りの無電柱化整備を進めているほか、宮西町地区道路整備計画、市庁舎

外周道路拡幅整備事業、都市計画道路事業、分倍河原駅周辺整備事業においては、施工に

合わせて無電柱化の実施を検討しています。 

 

 

図 3 市内の無電柱化整備済み路線（市道） 

 

3 府中市における無電柱化の動き 
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図 4 市内の無電柱化状況 
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ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）

は、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包括性のある社会の実現を

目指す世界共通の目標です。 

本市においても、第７次府中市総合計画の中で各施策が目指す姿や方向

性は、ＳＤＧｓの理念と共通するものが多くあることから、ＳＤＧｓの１７のゴ

ールを意識した施策の取組を推進しています。 

無電柱化はＳＤＧｓのゴールのうち「９産業と技術革新の基盤をつくろう」、

「１１住み続けられるまちづくりを」、「１７パートナーシップで目標を達成しよ

う」に寄与するものとして、ＳＤＧｓの観点からも一層の推進が求められます。 
 

 

 

ＳＤＧｓとの関係 
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第3章 無電柱化の手法と課題 

無電柱化の整備方式は、電線類を地下に埋設し、道路から電柱及び電線類を撤去する

「地中化による無電柱化」と、道路掘削を行わず、電線類を道路から見えない場所に移設

し、電柱を撤去する「地中化以外の無電柱化」の二つに大別されます。 

地中化による無電柱化の一般的な整備方式は、電線類を専用の管路である電線共同溝

に収容して埋設する、電線共同溝方式です。この方式では、道路管理者が電線共同溝を整

備し、電線管理者が電線及び地上機器等を整備します。 

本市における無電柱化の整備手法は、一般的な電線共同溝方式を基本とし、市道や沿道

の状況に応じて最適な手法を検討します。 

 

 

図 5 無電柱化の手法 

  

1 無電柱化の手法 
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(1)  電線共同溝方式 

平成７年に電線共同溝の整備等に関する特別措置法が施行されて以降、国、東京都

及び市区町村では、電線共同溝方式による無電柱化が積極的に進められてきました。 

この方式は、電力線、通信線、ケーブルテレビ線などの複数の電線類を、共通の地中

管路（共同溝）に収容し、地上の電柱や電線類を撤去することで、電柱や電線類のない

街並みの実現に寄与するものです。沿道の各戸へは、地下から電線類を引き込む仕組

みとなっています。 

電線共同溝は、道路管理者が道路の地下空間を活用して設置する施設であり、整備

された管路は各電線事業者が共用する形で運用されます。これにより、都市空間の有

効活用と電線類の効率的な管理が可能になり、現在では一般的な整備手法となってい

ます。 

なお、電力ケーブルや通信ケーブルの管理・操作等を行うための地上機器を原則歩

道上に設置する必要があることから、設置スペースの確保のため、歩道幅員は２．５メ

ートル以上が望ましいとされています。 

また、道路の地下空間には上下水道やガスなどの他企業の管路等が埋設されており、

これらとの離隔を確保しつつ電線共同溝を敷
ふ

設する必要があります。 

 

 

 

図 6 電線共同溝方式 

出典：東京都パンフレット「東京の無電柱化」(東京都、令和７年７月) 
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(2)  自治体管路方式 

道路管理者ではない地方公共団体が管路設備等を敷設する手法です。自治体管路の

設備構造は、電線共同溝方式とほぼ同様ですが、道路占用物件として自治体が管理し

ます。 

(3)  単独地中化方式 

電線管理者が自らの費用で地中化を行う手法です。電線類地中化初期に需要密度の

高い地区において実施されていました。 

(4)  要請者負担方式 

各地方の無電柱化協議会で優先度が低いとされた箇所等において無電柱化を実施す

る場合に用いる手法であり、原則として費用は要請者の負担となります。 

 

  

 

図 7 整備方式ごとの費用負担の考え方 

出典：国土交通省ホームページ 
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/gaijimu_03.htm#04 
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(5)  裏配線方式 

無電柱化したい主要な通りの裏通り等に電線類を配置し、主要な通りの沿道家屋へ

の引込みを裏通りから行い、主要な通りを無電柱化する手法です。 

 

図 8 裏配線方式 

(6)  軒下配線方式 

無電柱化したい通りの脇道に電柱を配置し、そこから引き込む電線を沿道家屋の軒
のき

下又は軒先に配置する手法です。 

 

 

 

 

図 9 軒下配線方式 

  

出典：国土交通省ホームページ 
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/gaijimu_01.htm 

出典：国土交通省ホームページ 
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/gaijimu_01.htm 
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(1)  長期にわたる整備期間 

電線共同溝方式による無電柱化整備には、様々な法的手続や専門性の高い技術が必

要なため、設計・手続から舗装復旧工事の完了までに、標準的な施工単位(道路延長約

４００メートル)で約７年の期間を要します。 

 

図 10 電線共同溝方式における事業の流れ 

  

2 電線共同溝方式の課題 

出典：東京都パンフレット「東京の無電柱化」(東京都、令和７年７月) 
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(2)  多額な整備費用 

電線共同溝方式による無電柱化整備には、電線共同溝施設の延長１キロメートル当

たり約５．３億円の費用を要します（国土交通省試算）。このため、道路管理者及び関

係事業者が連携し、コスト縮減に向けた技術開発に取り組むことが求められます。 

 

 

図 11 電線共同溝方式における整備費用 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ホームページ 
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_19.html  

出典：「東京都無電柱化計画(改定)」(東京都、令和３年６月) 
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(3)  地上機器設置スペースの確保 

電線共同溝方式による無電柱化整備では、地上機器を原則歩道上に設置する必要が

あります。しかし、歩道のない道路や歩道幅員の狭い道路では、歩道上に地上機器の設

置スペースがないため、無電柱化の整備が進まないことが課題となっています。 

このように道路空間に余裕がない場合や、良好な景観形成の観点から道路上への地

上機器の設置が望ましくない場合には、学校や公共施設等の市有地、又は公開空地等

の民地を地上機器の設置場所として活用することが求められます。その際には、管理

者の同意を得た上で整備を進める必要があり、重要な課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 地上機器設置の課題イメージ 
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(4)  他企業の埋設管との離隔の確保 

道路の地下空間には上下水道やガスなど多様な埋設管が輻輳
ふくそう

していることから、電

線共同溝の整備に際しては、他企業の埋設管との適切な離隔を確保することが課題と

なります。 

特に、自然流下方式を採用している下水道管や取付管は、配管の自由度が低く、電線

共同溝の配置に制約を与える要因となります。また、他企業の埋設管の維持管理時に

確実に掘削工事を行えるよう、道路縦断方向での輻輳や横断的な交差を避けることも

求められます。 

こうした課題に対応するため、関係事業者との協議の中で、埋設管の位置情報を詳

細に把握するとともに、施工時には離隔基準を遵守し、必要に応じて電線共同溝の構

造や配置を柔軟に調整するなど、効率的かつ安全に整備します。 
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第4章 無電柱化の推進に関する基本方針 

東京都無電柱化計画の三つの目的である【防災】・【安全・快適】・【景観】の観点から、

本市における無電柱化の基本方針を次のとおり定め、整備効果の高い路線から無電柱化

を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 無電柱化の基本方針 

安心して暮らせる都市防災機能の強化 

 市民が安心して暮らせる災害に強いまちを目指し、災害時の緊急ネットワークを整備す

るため、防災・医療拠点や広域避難場所と緊急輸送道路を接続する路線の無電柱化を推

進します。 

防災 

安全で快適な住環境に寄与する歩行空間の確保 

 誰もが安全で快適に移動できるまちを目指し、人通りが多く都市機能が集約されてい

る地域並びに高齢者、障害のある方及び子どもたちの通行に配慮が必要な地域の無電

柱化を推進します。 

安全・快適 

歩きたくなる魅力的な景観の創出 

 市内外の方が訪れたくなる魅力的な景観があるまちを目指し、けやき並木や大國魂神

社、浅間山、多摩川周辺など府中市らしい景観を形成する地域の無電柱化を推進しま

す。 

景観 
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(1)   供用中の路線 

無電柱化が完了していない供用中の市道を対象とします。無電柱化事業の効果を早

期かつ最大限に発揮するため、三つの基本方針から優先的に整備する路線を抽出し、

無電柱化を推進します。 

(2)   新設する路線 

都市計画道路事業を始め、今後、市が道路を新設する際は、原則として無電柱化を実

施するものとします。 

(3)   今後拡幅整備等を実施する路線 

今後、市が路線全体を対象とした拡幅整備や歩車道の幅員構成を再編成する整備な

どを実施する際には、無電柱化を検討するものとします。 

別事業との同時整備を実施することにより、支障となる埋設物の移設や舗装復旧等

に係る工事を削減し、コストの縮減や工期の短縮を図ります。 

 

 

図 13 道路の新設・拡幅整備と同時に電線共同溝を整備した事例 

  

2 対象路線 
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第5章 無電柱化推進路線の選定 

無電柱化を推進するに当たり、無電柱化の目的である「防災」、「安全・快適」、「景観」

の３つの観点から優先度の評価を行い、評価の高い路線を無電柱化推進候補路線として

抽出しました。 

さらに、これらの候補路線に対して、整備の効果や実現性の観点から評価を行い、優先

整備路線及び優先検討路線の二つの項目で無電柱化を推進する路線を選定しました。 

なお、これら二つの項目を合わせて無電柱化推進路線とします。 

 

 

図 14 路線選定フロー 

1 路線選定の流れ 
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(1)  抽出対象の考え方 

無電柱化推進候補路線の抽出対象は、無電柱化が完了していない供用中の市道とし

ます。 

  

(2)  無電柱化推進候補路線の評価項目 

抽出対象の路線に対して、「防災」、「安全・快適」、「景観」のそれぞれの観点で評価

指標を設定し、点数が高い路線を無電柱化推進候補路線として抽出しました。 

 

 

図 15 無電柱化推進候補路線の評価項目 

2 無電柱化推進候補路線の抽出 
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図 16 無電柱化推進候補路線 
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(1)  選定の考え方 

本計画では、「優先整備路線」と「優先検討路線」の二つの項目で、無電柱化を推進

する路線を選定しました。それぞれの位置付けについては次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3 無電柱化推進路線の選定 

 

整備効果・整備実現性ともに評価が高い路線 
計画期間内に優先して無電柱化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備効果の評価が高い一方で、整備実現性に課題がある路線 
計画期間内に無電柱化の実現可能性を調査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 無電柱化推進路線の位置付け 

無電柱化推進路線 

優先整備路線 優先検討路線 
二つをまとめて、 
無電柱化推進路線とする。 

優先整備路線 

優先検討路線 
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(2)  無電柱化推進路線の評価項目 

ア 整備効果 

本計画では、防災ネットワーク形成に寄与する路線を整備効果が高い路線として

位置付け、路線の評価を行いました。 

 

 

 

 

  

図 18 防災ネットワーク形成に寄与する路線のイメージ 
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イ 整備実現性 

電線共同溝の整備に当たっては、変圧器などを収める地上機器を、原則として歩

道上に設置する必要があります。しかし、歩道幅員が２．５メートル未満の道路で

は、地上機器の設置場所を確保することが、整備を進める上で大きな課題となりま

す。 

このため、本計画では、地上機器の設置可能性を踏まえ、整備の実現性を評価しま

した。 

 

図 19 整備実現性の評価基準 
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なお、整備実現性の評価に当たっては、「単独整備で効果が期待できる路線」と「複数路

線の整備で効果が期待できる路線」の二つに分類し、それぞれ評価を行っています。 

 

 

図 20 整備実現性の評価範囲 




